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参考資料６

アーカイブに関する著作権法上の主な規定

○著作権法（昭和四十五年法律第四十八号）（抜粋）

（図書館等における複製等）
第三十一条 国立国会図書館及び図書、記録その他の資料を公衆の利用
に供することを目的とする図書館その他の施設で政令で定めるもの
（以下この項及び第三項において「図書館等」という。）においては、
次に掲げる場合には、その営利を目的としない事業として、図書館等
の図書、記録その他の資料（以下この条において「図書館資料」とい
う。）を用いて著作物を複製することができる。
一 図書館等の利用者の求めに応じ、その調査研究の用に供するため
に、公表された著作物の一部分（発行後相当期間を経過した定期刊
行物に掲載された個々の著作物にあつては、その全部。第三項にお
いて同じ。）の複製物を一人につき一部提供する場合

二 図書館資料の保存のため必要がある場合
三 他の図書館等の求めに応じ、絶版その他これに準ずる理由により
一般に入手することが困難な図書館資料（以下この条において「絶
版等資料」という。）の複製物を提供する場合

２ 前項各号に掲げる場合のほか、国立国会図書館においては、図書館
資料の原本を公衆の利用に供することによるその滅失、損傷若しくは
汚損を避けるために当該原本に代えて公衆の利用に供するため、又は
絶版等資料に係る著作物を次項の規定により自動公衆送信（送信可能
化を含む。同項において同じ。）に用いるため、電磁的記録（電子的
方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない
方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供さ
れるものをいう。第三十三条の二第四項において同じ。）を作成する
場合には、必要と認められる限度において、当該図書館資料に係る著
作物を記録媒体に記録することができる。

３ 国立国会図書館は、絶版等資料に係る著作物について、図書館等に
おいて公衆に提示することを目的とする場合には、前項の規定により
記録媒体に記録された当該著作物の複製物を用いて自動公衆送信を行
うことができる。この場合において、当該図書館等においては、その
営利を目的としない事業として、当該図書館等の利用者の求めに応じ、
その調査研究の用に供するために、自動公衆送信される当該著作物の
一部分の複製物を作成し、当該複製物を一人につき一部提供すること
ができる。

（放送事業者等による一時的固定）
第四十四条 放送事業者は、第二十三条第一項に規定する権利を害する
ことなく放送することができる著作物を、自己の放送のために、自己
の手段又は当該著作物を同じく放送することができる他の放送事業者
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の手段により、一時的に録音し、又は録画することができる。
２ 有線放送事業者は、第二十三条第一項に規定する権利を害すること
なく有線放送することができる著作物を、自己の有線放送（放送を受
信して行うものを除く。）のために、自己の手段により、一時的に録
音し、又は録画することができる。

３ 前二項の規定により作成された録音物又は録画物は、録音又は録画
の後六月（その期間内に当該録音物又は録画物を用いてする放送又は
有線放送があつたときは、その放送又は有線放送の後六月）を超えて
保存することができない。ただし、政令で定めるところにより公的な
記録保存所において保存する場合は、この限りでない。

（出版権の制限）
第八十六条 第三十条第一項（第三号を除く。次項において同じ。）、
第三十条の二第二項、第三十条の三、第三十一条第一項及び第三項後
段、第三十二条、第三十三条第一項（同条第四項において準用する場
合を含む。）、第三十三条の二第一項、第三十四条第一項、第三十五
条第一項、第三十六条第一項、第三十七条第一項及び第三項、第三十
七条の二、第三十九条第一項、第四十条第一項及び第二項、第四十一
条から第四十二条の二まで、第四十二条の三第二項並びに第四十六条
から第四十七条の二までの規定は、出版権の目的となつている著作物
の複製について準用する。この場合において、第三十条の二第二項、
第三十条の三、第三十五条第一項、第四十二条第一項及び第四十七条
の二中「著作権者」とあるのは、「出版権者」と読み替えるものとす
る。

２ （略）

（著作隣接権の制限）
第百二条 第三十条第一項、第三十条の二から第三十二条まで、第三十
五条、第三十六条、第三十七条第三項、第三十七条の二（第一号を除
く。次項において同じ。）、第三十八条第二項及び第四項、第四十一
条から第四十二条の四まで、第四十四条（第二項を除く。）並びに第
四十七条の四から第四十七条の九までの規定は、著作隣接権の目的と
なつている実演、レコード、放送又は有線放送の利用について準用し、
第三十条第二項及び第四十七条の十の規定は、著作隣接権の目的とな
つている実演又はレコードの利用について準用し、第四十四条第二項
の規定は、著作隣接権の目的となつている実演、レコード又は有線放
送の利用について準用する。この場合において、同条第一項中「第二
十三条第一項」とあるのは「第九十二条第一項、第九十九条第一項又
は第百条の三」と、同条第二項中「第二十三条第一項」とあるのは「第
九十二条第一項又は第百条の三」と読み替えるものとする。

○著作権法施行令（昭和四十五年政令第三百三十五号）（抜粋）

（図書館資料の複製が認められる図書館等）
第一条の三 法第三十一条第一項（法第八十六条第一項及び第百二条第
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一項において準用する場合を含む。）の政令で定める図書館その他の
施設は、次に掲げる施設で図書館法（昭和二十五年法律第百十八号）
第四条第一項の司書又はこれに相当する職員として文部科学省令で定
める職員（以下「司書等」という。）が置かれているものとする。
一 図書館法第二条第一項の図書館
二 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条の大学又は高
等専門学校（以下「大学等」という。）に設置された図書館及びこ
れに類する施設

三 大学等における教育に類する教育を行う教育機関で当該教育を行
うにつき学校教育法以外の法律に特別の規定があるものに設置され
た図書館

四 図書、記録その他著作物の原作品又は複製物を収集し、整理し、
保存して一般公衆の利用に供する業務を主として行う施設で法令の
規定によつて設置されたもの

五 学術の研究を目的とする研究所、試験所その他の施設で法令の規
定によつて設置されたもののうち、その保存する図書、記録その他
の資料を一般公衆の利用に供する業務を行うもの

六 前各号に掲げるもののほか、国、地方公共団体又は一般社団法人
若しくは一般財団法人その他の営利を目的としない法人（次条から
第三条までにおいて「一般社団法人等」という。）が設置する施設
で前二号に掲げる施設と同種のもののうち、文化庁長官が指定する
もの

２ 文化庁長官は、前項第六号の指定をしたときは、その旨を官報で告
示する。

（記録保存所）
第三条 法第四十四条第一項又は第二項（法第百二条第一項において
準用する場合を含む。）の規定により作成された録音物又は録画物（以
下この章において「一時的固定物」という。）を法第四十四条第三項
ただし書（法第百二条第一項において準用する場合を含む。次条第一
項において同じ。）の規定により保存することができる公的な記録保
存所（以下この章において「記録保存所」という。）は、次に掲げる
施設で、当該施設を設置する者の同意を得て文化庁長官が指定するも
のとする。
一 独立行政法人国立美術館が設置する施設で、映画に関する作品そ
の他の資料を収集し、及び保管することを目的とするもの

二 放送又は有線放送の用に供した録音物又は録画物を記録として収
集し、及び保存することを目的とする施設（一般社団法人等が設置
するものに限る。）

２ 文化庁長官は、前項の指定をしたときは、その旨を官報で告示する。

（一時的固定物の保存）
第四条 法第四十四条第三項ただし書の規定により記録保存所において
保存することができる一時的固定物は、記録として特に保存する必要
があると認められるものでなければならない。
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２ 記録保存所においては、その保存する一時的固定物を良好な状態で
保存するため、適当な措置を講じなければならない。

３ 記録保存所においては、記録として保存するため必要があると認め
られる場合には、その保存する一時的固定物に録音され、又は録画さ
れている音又は影像を録音し、又は録画して、その録音物又は録画物
を当該一時的固定物に代えて保存することができる。

４ 前項の録音物又は録画物は、一時的固定物とみなす。


